
 

⑴  対象 

・東京都内の中小企業者（個人事業主を含む） 

 ⑵ 支援内容 

① ＨＴＴ経営相談窓口の設置 

経営基盤の強化という視点から、エネルギー自給の安定化に関するご相談に応じます。 

・相談費用：無料 

・ご利用には事前予約が必要です。 

・相談方法は、来社／電話／オンライン／メール をお選びいただけます。 

② 専門家派遣 

自らエネルギー自給の安定化を図ろうとする事業者の申込に応じて専門家が訪問し、現地

調査や助言等を実施します。 

・専門家派遣費用：無料 

③ 助成金支援 

専門家派遣を受けた事業者を対象に、専門家派遣において専門家が必要と認めた創電・

蓄電の取組に資する設備導入等の経費の一部を助成します。 

・助成限度額：１，５００万円（申請下限額１００万円） 

・助成率：助成対象経費の３分の２以内（小規模企業については４分の３以内）        

・助成期間：交付決定日の翌日から１年 

・助成対象経費：太陽光発電設備、蓄電池等 

【今後のスケジュール】 

・ＨＴＴ経営相談窓口の予約：令和５年４月３日（月）から 

・事前相談：「中小企業の経営安定化に向けたエネルギー自給促進事業」事務局 

（０３－５８１６－８７３１）※令和５年４月３日（月）から 

・申請受付（専門家派遣）：令和５年４月 24日（月）から 

事業の概要等については、中小企業振興公社ホームページをご覧ください。 

  (公財)東京都中小企業振興公社ホームページ     

 https://www.tokyo-kosha.or.jp/support/josei/jigyo/energy_jikyu.html 
 

問い合わせ先  

（事業全般に関すること）  

産業労働局商工部経営支援課 電話 03-5320-4791  

（ＨＴＴ経営相談窓口、専門家派遣、助成金支援に関すること） 

（公財）東京都中小企業振興公社事業戦略部経営戦略課 電話 03-5816-8731 
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中小企業の創電・蓄電の取組による経営安定化を支援します！ 

原油や原材料価格高騰等の影響が長引き、中小企業においてはエネルギー供給の不安定化が懸念さ

れています。 

このような状況において、都内中小企業が行う太陽光発電や蓄電池等を活用した創電・蓄電の取組

について、相談窓口を開設するとともに、専門家の派遣や助成金により支援を行う事業を開始します。 

 概  要 

    

 

 

令 和 ５ 年 ３ 月 ２ ４ 日

産 業 労 働 局 

（公財）東京都中小企業振興公社 

 
 

新規事業 

本件は、「『未来の東京』戦略」を推進する事業です。 

戦略１２ 稼ぐ東京・イノベーション戦略  戦略１４ ゼロエミッション東京戦略 

 


